
 

 

参考資料１：地震に強い空港のあり方検討会 

平成 7 年 1 月の兵庫県南部地震を契機として、空港施設の耐震性向上に関する検討が行われ、翌年には｢空港・航空保安

施設の耐震性について｣がとりまとめられた。その後も地震・津波等による災害が日本及び世界各地で発生し、地震対策や

防災・減災体制の強化など、その対応が強く求められたことなどを踏まえ、平成 17 年 8 月に「地震に強い空港のあり方

検討会」が設置された。また平成 17 年 10 月の新潟中越地震では、新潟空港が臨時便の運航や自衛隊による物資・人員

輸送を担うなど、災害復旧・復興拠点として果たしたことから、災害時の緊急輸送拠点としての空港の機能が改めて見直

された。そのような状況の中、平成 19 年 4 月に検討会において空港施設の耐震性向上の方向性や地震災害時の空港運用

で配慮すべき事項等の概要が取りまとめられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料２：空港の津波対策検討委員会 

2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震の発生に伴い、これまでの想定を超えた津波が襲来し、太平洋沿岸の広い

範囲で甚大な被害が生じており、仙台空港においても漂流物の散乱や各種機材の浸水等の大きな被害を受けた、また、そ

の後の復旧作業により 5 日後には緊急物資の輸送機、約 1 ヶ月後から民間航空機が活用することとなった。 

こうした経験を踏まえ、今後の空港の津波対策を進める上で想定すべき津波についての考え方を整理し、仙台空港での津

波災害への対応状況から得られた教訓を活かし、空港の津波対策を進めていくことが急務である。 

本委員会では、仙台空港の津波による被害を踏まえ、津波からの人命保護、航空機の安全性確保、救急・救命活動や緊急

物資輸送のための航空機及び民間航空機の早期受入れの観点から、想定すべき津波規模、人命の保護策、空港施設の津波

被害軽減策に関して、津波の襲来を念頭に置いたソフト・ハード両面の事前・事後対策について専門的・多角的に検討を

行い、空港の津波対策方針を取りまとめることを目的とするものである。 

  （「第 1 回空港の津波対策検討委員会資料」より） 
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（出典：国土交通省） 



 

 

参考資料３：U/L ルール 

混雑空港である成田・羽田空港においては、各航空会社が配分された発着枠を 80％以上、実際に使用しなかった場合に

は、翌年において、当該発着枠に対する優先権を与えない、という国際ルール（U/L ルール；Use it , or Lose it.）が適

用されている。 

 東日本大震災および東京電力福島第一発電所の事故の影響を受け、成田・羽田の国際、国内定期便においては、輸送需

要が大幅に落ち込み、多くの欠航便が生じた。これは航空会社の責めによらない不可抗力によるものであることから、震

災復興後において、円滑に両空港からの航空ネットワークを再構築できるようにする観点から、国土交通省航空局は 3 月

11 日から 10 月 29 日（夏季スケジュール期間の末日）までの間、U/L ルールの一時的停止を航空会社各社に通知した。 

参考資料４：45・47 体制 

昭和 61 年の運輸政策審議会答申にて廃止された国内定期航空運送事業者の参入制度であり、昭和 45 年閣議了解・昭

和 47 年大臣通達のためこう呼ばれる。この制度下では、JAL は国際線と国内幹線、ANA は国内幹線とローカル線、JAS

は国内ローカル線との割り振りとなっていた。（幹線：札幌、東京、大阪、福岡および那覇） 

 

参考資料５：国土交通省成長戦略 

人口が減少に転じ、急速に少子高齢化が進展するという厳しい局面を迎えている局面において、将来にわたって持続可

能な国作りを進めるためには、人材・技術力・観光資源などの優れたリソースを有効に活用し、国際競争力を向上させる

ための成長戦略の確立が焦眉の急となっていることから、2009 年１０月 26 日に有識者で構成する国土交通省成長戦略

会議を設置し、「航空分野」、「観光立国」など５つの課題についての検討を開始した。会議における検討結果は、2010

年 5 月 17 日に「国土交通省成長戦略」として取りまとめられた。 

航空分野の成長戦略は、「首都圏空港強化の遅れ」、「航空システムを支える空港・航空会社の高コストかつ赤字体質」、

「真に必要な路線網を維持する仕組みの不全」の 3 点の基本認識に立ち、以下の 6 つの具体的戦略を提言している。 

I. 日本の空を世界へ、アジアへ開く（徹底的なオープンスカイの推進） 

II. 首都圏の都市間競争力アップにつながる羽田・成田強化 

III. 「民間の知恵と資金」を活用した空港経営の抜本的効率化 

IV. バランスシート改善による関空の積極的強化 

V. 真に必要な航空ネットワークの維持 

VI. LCC 参入促進による利用者メリット拡大 

観光分野については、観光立国に向けて｢訪日外国人旅行者の誘致戦略｣、「観光地の魅力度向上戦略」、「観光立国推 

進のための基盤整備と国民意識の改革戦略」の３つの戦略を策定し、7 つの戦術を用いて観光政策を推進していくよう提

言している。 

 

 < 国土交通省成長戦略に対する航空連合の受け止め > 

1. 公租公課も含めた空港整備勘定のあり方の見直し、空港経営の効率化、成田・羽田の利便性の向上など、航空連合がこれ

まで産業政策提言の中で主張してきた課題やその解決方法・道筋が示されており、一部例外はあるものの、総じて航空連

合の提言内容と大きな相違はないと受け止める。 

2. 今後、当該戦略のもとで具体的な施策への反映が検討される過程においては、利用者・事業者のみならず、働くものの意 

見も取り入れながら、進めていく必要がある。 

3. また、検討状況・進捗状況については、適宜公表するなどして可能な限り透明性を確保することも重要である。 
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参考資料６：国際連帯税 

 飢餓や感染症などの地球規模の課題に対処していくためには、ODA（政府開発援助）のみでは資金量が十分ではないとの

認識から、新たな資金調達に関する関心が高まっている。具体的には「通貨取引税」として、開発資金源調達および投機的な

為替取引抑制を目的とし、外国為替取引に課税を行うことが検討されている。しかしながら未だどこの国においても導入には

至っていない。一方で、「航空券連帯税」として航空利用者に対して利用するクラスに応じて、航空運賃に上乗せする形で課

税する方法が検討され、フランス、韓国など 13 カ国ですでに導入されている。国際連帯税の基本的な考え方は、グローバル

な課題に対する追加的資金の担い手を、経済のグローバル化により恩恵を受けている層に求める考え方である（「外務省平成

23 年度税制改正要望」より）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Part Ⅶ 参考資料 

５０ 航空連合 2011－2012 産業政策提言 

（出典：国土交通省） 

< 航空券連帯税の導入例 （航空連合調べ）> 



 

 

 

参考資料７：空港法 

従来の名称は「空港整備法」であったが、2008 年 6 月 18 日法改正がなされ、「空港法」に名称が変更された。「東

アジア地域における空港整備の進展による空港間競争の激化」「配置的側面からの空港整備の概成」「利用者ニーズの多様

化、高質化」「空港における事件・事故の多発」などの空港を巡る社会情勢の変化を背景に、空港政策の重要課題は「整備」

から「運営」へシフトしてきているとの認識から、法の目的として「我が国の国際競争力の強化及び地域の活力の向上に寄

与する」ことなどが追加された。 

その内容は、「空港の設置および管理に関する基本方針」を策定し、空港整備と運営に関する中期的なあり方を明示する

など評価すべき点もあるが、日本の空港運営全体の見直しには至っておらず、着陸料収入や航空機燃料税などの利用者負担

に偏った空港整備財源の見直しなど、効率的・効果的な空港運営のあり方という点では課題を残している。 

 

参考資料８：空港別収支の試算結果 

2009 年 6 月、有識者らによる交通政策審議会航空分科会空港別収支部会が設置され、空港別収支の算出方法のあり方

が検討された。一定の前提に基づいて費用を按分する等の方法により算出していることから「試算」との位置付けで、キャッ

シュフローベース（現金の出入り）での収支と企業会計の考え方を取り入れた 2006 年度における国管理空港の収支試算

（滑走路・エプロン部分）が作成された。2010 年 9 月には 2007 年度の収支、2011 年 7 月には 2008～2010 年度

の収支状況が公表された。また空港関連事業の収支（旅客・貨物ターミナルビル、駐車場事業の単純合算）も作成され、単

純合算による空港別の収支（試算）が公表された。 

【試算結果についての留意点】 

 ① 一定の仮定に基づく試算であること（特に航空機燃料税の配分基準） 

 ② 厳密な企業会計に基づく試算ではないこと 

 ③ 収支状況の単純横並び比較は適当ではない（除雪費用など地理的要因による差異、政策的な公租公課の減免措置など） 

【試算パターン】 

 ① 一般会計財源非配分型 

 ② 一般会計財源（航空機燃料税財源）配分型 

 ③ 一般会計財源配分型 

 ④ 一般会計財源非配分かつ空港整備関係歳出・費用除外型 
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航空連合 2011－2012 産業政策提言 ５１

（出典：国土交通省） 



 

 

 

 

参考資料９：空港運営のあり方に関する検討結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料１０：空港の民営化 

海外においては、空港運営の効率化を目的とし民営化が進んでいる。運営を効率化し集客能力を向上して、主に飲食店等

の商用施設での売り上げを伸ばすことにより得た利益を、施設の維持・拡充と空港整備のための財源に還元することにより、

サービス向上と空港利用料等の引き下げを図っている。また、空港間の競争力の向上や民間資本導入による政府財政負担の

軽減等の効果も期待されている。 

なお、海外における民営化の成功例の一つであるロンドン・ヒースロー空港では、飲食店、構内販売、駐車場等から成る

ランドサイドでの収入（非航空収入）が営業収入の約 7 割を占めている。非航空収入の拡大により、航空会社が支払う着陸

料等を引き下げ、より多くの航空便を誘致し、その結果空港の利用旅客が増え、非航空収入が更に拡大するというサイクル

が確立されている。 
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（出典：国土交通省） 

５２ 航空連合 2011－2012 産業政策提言 



 

 

 

 

参考資料１１：交通基本法案 

国土交通省では、今後の人口減少・少子高齢化の進展、地球温暖化対策等の諸課題に対応するため、交通政策全般にか

かわる課題、交通体系のあるべき姿、交通に関する基本的な法制度や支援措置のあり方などについて検討を行うこととし、

2009 年 11 月に交通基本法検討会を立ち上げ、各地の交通関係者や利用からヒアリングを行った。航空連合は 2010 年

4 月 14 日の第 9 回検討会でヒアリングを受けた。同年 6 月には「交通基本法の制定と関連施策の充実に向けた基本的な

考え方（案）」が取りまとめられた。その後、国土交通省交通政策審議会・社会資本整備審議会 交通基本法案検討小委

員会が設置され、法案化に向けた具体的な検討が進められた。その中で「移動権の保障」については、法律面・行政面・

社会的実態面から検討を行い、また地方公共団体、事業者などに対するアンケートを実施した結果、法案に｢移動権の保障｣

を規定することは時期尚早と判断された。2011 年 1 月に「交通基本法案の立案における基本的な論点について」の報告

書が取りまとめられ、3 月 8 日に交通基本法案が閣議決定された。第 177 回通常国会にて審議される予定であったが、

諸事情により継続審議扱いとなった。 

<交通基本法案の骨子> 

Ⅰ 基本理念等 
第 1 条：目的 
（この法律は、交通安全対策基本方と相まって、交通に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、国民

生活の安定向上及び国民経済の健全な発展を図ることを目的とする） 
第 2 条：国民等の交通に対する基本的な需要の充足 
（交通の機能が十分に発揮されることにより、国民等の交通に対する基本的な需要が適切に充足されな

ければならない） 
第３条：交通の機能の確保及び向上 
第４条：交通による環境への負荷の低減 
第５条：交通の適切な役割分担及び有機的かつ効率的な連携 
第６条：連携等による施策の推進 
第７条：交通の安全の確保 
Ⅱ 責務等 
第８条：国の責務 
第９条：地方公共団体の責務 
第１０条：交通関連事業者及び交通施設管理者の責務 
第１１条：国民の責務 
第１２条：関係者の連携及び協力 
第１３条：法制上の措置等 
第１４条：年次報告等 
Ⅲ 交通基本計画 

  第１５条：交通基本計画 
  Ⅳ 国等の基本的施策 
  第１６条：日常生活等に必要不可欠な交通手段の確保等 
  第１７条：高齢者、障害者等の円滑な移動のための施策 
  第１８条：交通の利便性向上、円滑化及び効率化 
  第１９条：国際競争力の強化及び地域の活力の向上に必要な施策 
  第２０条：交通に係る環境負荷の低減に必要な施策 
  第２１条：総合的な交通体系の整備等 
  第２２条：まちづくりの観点からの施策の促進 
  第２３条：観光立国の実現の観点からの施策の推進 
  第２４条：協議の促進 
  第２５条：技術の開発及び普及 
  第２６条：国際的な連携の確保及び国際協力の推進 
  第２７条：国民等の立場に立った施策の実施のための措置 
  第２８条：地方公共団体の基本的施策 
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（出典：国土交通省） 

 

 

 

 

参考資料１２：離島航空路運航費補助新制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料１３：国家安全プログラム（SSP：State Safety Program） 

国際民間航空期間（ICAO）においては、航空システムの高度化・複雑化に対応する新たな航空安全対策として、当

局が技術基準を定めたサービスプロバイダに対してその順守を求める現行の規制に加え、サービスプロバイダが自主的・

組織的・継続的にハザードを特定し、改善を図る「Safety Management」の考え方を導入することにより、航空の安

全確保を図ることとしている。 

具体的には、2009 年の国際民間航空条約付属書（以下、付属書）の改正により、締約国に対して、航空運送事業者

などへの Safety Management System（SMS）の導入を義務付け、また、今後、設計・製造事業者などの他のサービ

スプロバイダに対しても、順次 SMS の導入を図ることとされている。 

さらに、2010 年 11 月発効予定の改正付属書では、締約国に対して、サービスプロバイダの安全活動と連携した安

全監視を行なうための構造的枠組みを定めた「国家安全プログラム（State Safety Program：SSP）」を制定するこ

とが求められている。 

SSP は締約国の航空の安全に関する規則および活動をパッケージ化したものであり、その内容としては、航空法規の

整備、国の安全責任・説明責任の明確化、事故・インシデントの調査機関の整備などの基本的な項目に加え、 

○ サービスプロバイダの SMS（Safety Management System）に関する「安全指標」の合意および定期的な見直し 

○ 安全情報の収集、分析、共有 

○ サービスプロバイダに対する監視・監督 

○ 安全情報に基づくリスク分析による監視・監督の重点化 

○ 当局内、サービスプロバイダに対する訓練、コミュニケーション、情報提供など 

に関する事項について定めることとされている。 

日本においては、2009 年の改正付属書の発行に先駆けて、2006 年より大手航空会社に対して SMS の導入を義務

付けており、今後は認定事業場（整備・設計・製造）、小規模航空会社などに対して順次 SMS を導入すべく、検討・準

備を進めているところである。 

さらに、本年 11 月の改正付属書の発効までに、航空局として日本版 SSP を制定し、以後、SSP に基づき航空の安全

にかかわる諸施策を講じていくことが検討されている。 

 

 

 

 

（出典：国土交通省） 
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参考資料１４：航空安全基準アップデイトプログラム 

B787 型機などの新機材の導入、LCC を含む外国航空機の乗り入れ増加や羽田・成田の拡張など、航空輸送を取り巻く

状況が大きく変化し、事故やトラブルを契機に航空の安全への社会的な関心も高まっていたことが検討の背景となった。 

技術進歩や国際標準の改定動向、新たな安全管理手法や新たな航空輸送サービスの展開といった社会的ニーズに適確に対

応した航空安全基準に転換し、国民と事業者のニーズに対して適確な対応を図ることを目的としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料１５：侵入事例 
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＜航空安全基準アップデイトプログラム（概要）＞ 

Ｂ７８７型機等の新機材の導入、ＬＣＣを含む外国航空機の乗り入れ増加や羽田・成田の拡張など、航空輸送を取り巻く

状況が大きく変化し、事故やトラブルを契機に航空の安全への社会的な関心も高まっていることが検討の背景となった。 

技術進歩や国際標準の改定動向、新たな安全管理手法や新たな航空輸送サービスの展開といった社会的ニーズに適確に対

応した航空安全基準に転換し、国民と事業者のニーズに対して適確な対応を図ることを目的としている。 

航空安全基準 40 項目を評価・分析

し、28 項目は 08 年夏までの措置を   

決定 

国際的技術基準 新機材の導入 社会的ニーズ 

★航空輸送サービスの競争力向上★ 

・新型機材に係るメリットの早期実現 

・将来にわたる運航乗務員の確保・育成 

・ビジネスジェットによる事業運営の柔軟化 

★安全認証に係る外国当局との連携★ 

・諸外国との相互承認（BASA）の推進 

★安全・安心を前提とした 

事業者等のニーズへの対応★ 

・捜索・救難活動への対応 

・その他安全基準の合理化等 

（国土交通省：航空安全基準アップデイトプログラム報道発表資料をもとに作成） 
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（「空港運営のあり方に関する検討会」（2011 年 2 月 25 日）航空連合資料より抜粋）



 

 

 参考資料１６：航空事故調査委員会設置法の改正 

2001 年 3 月、衆議院国土交通委員会に航空連合の清水事務局長（当時）が参考人として呼ばれ、航空事故調査について意

見陳述を行った。設置法自体に航空連合の主張を反映させることはできなかったが、附帯決議に次の点が盛り込まれた。 

・ 事故調査委員会と捜査機関は国際民間航空条約の趣旨を尊重し、事故調査と犯罪捜査がそれぞれ適確に遂行されるよ 

う十分協力すること。 

・ 事故調査委員会の組織のあり方は、体制・機能強化や陸・海・空にわたる業務範囲の拡大などの必要性を検証の上、

諸外国の例を参考に今後の課題として検討を行うこと。 

 

参考資料１７：医療安全調査委員会 

医療事故による死亡の原因を究明し、医療事故の防止に役立てるための新しい国の組織として検討されている組織。20

08 年 6 月の厚生労働省案の中では、医療関係者の責任追及を目的としたものではないことから、「医療事故調査と警察

による捜査の分離」を明確にしている。具体的には、医療事故の警察への通知の必要性を、①故意の疑いがある場合、②

標準的な医療から著しく逸脱した疑いがある場合、③事実を隠蔽した疑いがある場合や類似事故を繰り返し発生させた疑

いがある場合などに限定している。 

 

参考資料１８：嘉手納ラプコン（RAPCON：Radar APproach CONtrol）の返還 

ラプコンとは、レーダー進入管制所の呼称。レー

ダー進入管制所では、着陸のための進入を行う航空

機や出発機に対して行う管制業務。1999 年 12 月、

航空連合沖縄は連合沖縄とともに沖縄県知事に要請

を行ったほか、航空連合本部も 2000 年 2 月、運

輸省（当時）に要求した。その後、2000 年 3 月に

米国国防長官が日本への返還を明言し、2010 年 3

月 31 日に返還が完了した。返還後は、民間機に対

して優先的、効率的な管制が行われているか注視し

ていく必要がある。 

 

参考資料１９：EDCT（Expected Departure Clearance Time ･ 出発制御時刻） 

航空交通流管理管制官が航空交通流管理管制業務を行うために指示する航空機の出発制限時刻のことをいう。 

参考資料２０：RNAV（Area Navigation - 広域航法）ロードマップ 

RNAV とは任意の地点間を飛行する航法のことをいう。これまでの航空路は、航空保安無線施設相互を結んで構成され

ていたが、RNAV経路は任意の地点を結んだ経路で構成されており、これにより航空路の複線化や混雑緩和が可能になる。 

RNAV ロードマップは、航空局が設置した RNAV 連絡協議会により示された RNAV 展開計画。 

目標 

・航空路：航法精度等の規程なし→航法精度 5 マイル→航法精度 2 マイル（４D-RNAV） 

・ターミナル（空港周辺）：航法精度等の規程なし→航法精度±１マイル 

・進入：RNAV（GPS）→より高度な進入方式 

期間 短期（平成１７-１９年） 中期（平成２０-２４年） 長期（平成２５-３０年） 

航空路 

・現行の RNAV 方式を展開 

（航法精度の規程等なし） 

・新しい RNAV 運航方式を導

入、移行（航法精度±５マイル

等を規程） 

・航法精度等の規程をさらに高め

た新方式を導入、29,000ft 以上

の運航では義務化を目指す（航法

精度±２マイル等を規程） 

・将来は 4D-RNAV 

ターミナル 

・新しい RNAV 運航方式を導入

（航法精度±1 マイル等を規程） 

・新方式を展開 ・主要空港で新方式による運航の

義務化を目指す 

・将来的は 4D-RNAV 

進入 
・RNAV（GPS）進入方式を展開 ・新しい進入方式を検討し、導入

（航法精度等を規程） 

・新方式を展開 
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参考資料２１：RVSM（Reduced Vertical Separation Minimum - 短縮垂直間隔） 

従来の垂直管制間隔は、高度 29,000ft～41,000ft においては 2,000ft（約 600m）であったが、空域の容量拡大・

有効利用の観点から 2005 年 9 月 29 日より、この垂直間隔を 1,000ft に短縮した方式を RVSM という。システムな

ど必要な装備を満足し、航空局に承認された航空機については、この高度帯を飛行することが可能である。 

 

参考資料２２：機内迷惑防止法に関する法制化までの取組み 

航空連合は 1999 年 10 月の結成以来、機内迷惑行為の発生を抑止するため、罰則を伴った法制化に取組んできた。 

2000 年 5 月の第 1 回政策実現総行動で、民主党政策調査会長と国土交通省航空局長に対し、法制化を直接要請した。

また、業界（定期航空協会）も 2001 年 1 月に航空局長宛に要請文を提出した。 

これを受けて民主党は、2001 年 5 月に議員立法による法案提出を決定し、11 月、「機内迷惑行為防止法案」を国会

に提出した。しかし、与党の反対により審議に入れず、3 度にわたって継続審議となった。 

一方、航空局は 2001 年 12 月、航空局・事業者・航空連合で構成される「機内迷惑行為防止検討委員会」を設置し、

2002 年 10 月までに 5 回開催した。委員会発足当初は法制化に否定的だった航空局は、航空連合の発言をはじめとする

委員会での議論や 2002 年 5～6 月に実施した利用者アンケートの結果などにより、最終的には立法化を念頭に置いた具

体的作業に着手するというスタンスに変わった。 

2003 年 3 月、国土交通省は機内迷惑行為防止法案（航空法改正案）を国会に提出し、5 月に衆議院で民主党案ととも

に審議が始まった。審議の中で、民主党案の趣旨を踏まえて政府案が修正されたことから民主党は法案を取り下げ、修正

後の政府案が衆議院で全会一致で可決された。7 月には参議院でも全会一致で可決され、機内迷惑行為防止法案（航空法

改正案）が成立し、2004 年 1 月 15 日に施行された。 

航空連合は、この間、政党（民主党を中心に自民党、公明党にも）、行政、業界（定期航空協会）に対し法制化を繰り

返し要請すると同時に、マスコミに対しても投稿、記者会見などを通じ法制化の必要性を訴えてきた。また、政策シンポ

ジウム、安全シンポジウムを通じて組合員への浸透を図るとともに、航空連合加盟の客室乗務員へのアンケート調査

（2001 年 4 月）、連合メーデー会場でのビラ配布（2002 年 5 月）、全国紙への意見広告掲載（2002 年 6 月）とい

った活動を積極的に展開してきた。 

 

参考資料２３：機内迷惑防止法 （航空法改正）の骨子 

（1） 航空機内にある者は、安全阻害行為等（機内迷惑行為）をしてはならない旨を定める。 

（2） 機長は、国土交通省令で定める安全阻害行為等【下記】をした者に対し、当該行為を反復・継続してはならない旨  

の命令をすることができる。命令に違反した者は、50 万円以下の罰金に処する。 

（3） 施行後 3 年を経過した場合、（2）の規定の施行状況を勘案し、必要がある時は検討を加え、その結果に基づいて

必要な措置を講ずる。 

【罰金の対象となる安全阻害行為等（国土交通省令）】 

① 乗降口または非常口の扉の開閉装置を正当な理由なく操作する行為 

② トイレにおいて喫煙する行為 

③ 航空機に乗り組んでその職務を行う者の職務の執行を妨げる行為（セクハラ、暴言・威嚇など）であって、当該航 

空機の安全の保持、当該航空機内にあるその者以外の者もしくは財産の保護または当該航空機内の秩序もしくは規 

律の維持に支障を及ぼすおそれのある行為 

④ 航空機の運航の安全に支障を及ぼすおそれがある携帯電話その他の電子機器を正当な理由なく作動させる行為 

⑤ 離着陸時その他機長がシートベルトの装着を指示した場合において、シートベルトを正当な理由なく装着しない行為 

⑥ 離着陸時において、座席のリクライニング、テーブルまたはフットレストを正当な理由なく所定の位置に戻さない 

行為 

⑦ 手荷物を通路その他非常時における脱出の妨げとなるおそれのある場所に正当な理由なく置く行為 

⑧ 非常用の装置または器具（救命胴衣、煙感知機など）を正当な理由なく操作し、もしくは移動させ、またはその機 

能を損なう行為 
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参考資料２４：懇談会の提言（抄） 

「航空機内における安全阻害行為等に関する有識者懇談会」  ～ 平成１９年３月２８日とりまとめ「提言」（抄） ～ 

○ 安全阻害行為等に関する航空法第７３条の４第５項及び関連する施行規則については、現時点で法的に見直すべき点は

見あたらない。 

○ 同法の運用等については改善が必要と考えられる課題があることから、行政及び航空関係者が今後取り組むべき措置に

ついて、以下の通り対応するよう提言。 

（１） 使用制限対象電子機器の見直し等 

〇 最新電子機器の出現等に対応すべく、「使用制限対象電子機器告示」（平成１５年１０月国土交通省告示）の改正を早

急に行うこと 

① 使用制限対象電子機器として新規に追加すべきものの例 

・通信機能（無線 LAN）を有する電子ゲーム機 

・ワイヤレスマウス等パソコン用周辺機器 

・アクティブ型電子タグ 

② 使用制限となっている電子機器で対象から除外すべきものの例 

・電卓 

・ヘッドホン（電子回路を含まないもの） 

○ 引き続き、１年毎を目処に定期的に検証を行い、告示の見直しを行うこと 

○ 利用者に対し、制限理由等が説明できるよう、社員教育を継続実施すること 

○ 電源が切れない電子機器を格納する電磁波遮蔽容器の技術的検討を行うこと 

○ 外国航空会社に対しても、我が国航空法の内容及び運用について周知を図ること 

（２） 運用の簡素化・改善の実施 

○ 悪質者や常習犯へは「口頭注意」を省略し「命令書」を交付できるよう厳格化すること 

○ 航空関係者間、及び空港警察との連携強化を図ること 

○ 使用制限対象設備について、新サービス（レッグレスト）を追加すること 

（３） 安全阻害行為等の効果的な抑制方策の実施 

○ 搭乗ゲートでの広報等水際対策の強化等、効果的な手法・タイミングにて重層的に案内を実施すること 

○ 外国人旅客も考慮し、安全阻害行為等に関する理解の促進に努めること 

○ 違反の法的な重大性の周知を図ること（航空法：悪質者は５０万以下の罰金） 

○ 電子機器の使用等安全阻害行為等８類型は、当該行為が運航の安全に支障を及ぼすおそれがあることから、航空会社に

おいても、毅然とした態度で対応すること 

（４） 安全阻害行為等の定期的な検討の実施 

○ 社会状況の変化や新サービスの開始等に対応するため、今後とも、定期的（数年毎）に、又は必要に応じ、適切なタイ

ミングで検討を行うこと 

 

参考資料２５：危険物輸送に関する技術的な指針 

ICAO（国際民間航空機関）では 2 年に 1 度、「危険物の航空輸送に関する技術指針」を審議している。国土交通省は

その内容について全日本航空事業連合会の航空危険品委員会に諮問し、審議と検証を経て、日本政府としての対応方針を

策定している。 

 

参考資料２６：EASA（European Aviation Safety Agency） 

欧州連合（EU）の民間航空安全を司る機関。2002 年に JAA（Joint Aviation Authorities）から EASA への移行が

決定されている。これまで欧州各国は JAA のレギュレーションに基づき自国の航空法を改正してきたが、EU は世界レベ

ルの高い航空安全を確立させるため、EASA により加盟国共通の基準を作り、法的な拘束力をもたせようとしている。こ

れにより、EU 域内では航空機の安全性に関わる証明は統一される。 
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参考資料２７：「ポジティブ・オフ」運動 

「ポジティブ・オフ」運動とは、休暇を取得して外出や旅行を楽しむことを積極的に促進し、休暇（オフ）を前向き（ポ

ジティブ）にとらえて楽しもう、という運動。2011 年夏の電力需給対策を契機としつつも、長期的には休暇を楽しむライ

フスタイルやワーク・ライフ・バランスの実現などの「ライフスタイル・イノベーション」につなげていくもので、観光庁

が内閣府、厚生労働省、経済産業省と共同して提唱・推進している。 
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資料２８：MICE 

 企業等の会議（Meeting）、企業の行う報奨・研修旅行（Incentive travel）、国際会議（Convention）、イベント・

展示会・見本市（Event ,Exhibition）の頭文字をとって総称している。MICE は、インバウンドの視点、経済効果、その

国のプレゼンスの向上、学術・産業の各分野の競争力の底上げ等の観点から大きな意義があるとされている。韓国・シン

ガポールなどの国では、MICE 産業を主要産業と位置付け、国際会議のみならず、MICE 全般の誘致・振興に積極的に取組

んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料２９：ＩＰＣＣ（Intergovermental Panel on Climate Change） 

ＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル）は、世界気象機関 (WMO)と国連環境計画 (UNEP)との協力の下に、昭和

63 年(1988 年)に設立された。その任務は、二酸化炭素等の温室効果気体の増加に伴う地球温暖化の科学的・技術的、お

よび社会・経済的評価を行い、得られた知見を、政策決定者を始め、広く一般に利用してもらうこととされている。 

数年おきに発行される「評価報告書」(Assessment Report)は地球温暖化に関する世界中の数千人の専門家の科学的知

見を集約した報告書であり、国際政治および各国の政策に強い影響を与えつつある。200７年には最新の第４次評価報告

書を作成・公表している。 

参考資料３０：第 15 回気候変動枠組条約締約国会議（COP15） 

気候変動枠組条約（United Nations Framework Convention on Climate Change；UNFCCC）は、地球温暖化

問題に対する国際的な枠組みを設定した条約。大気中の温室効果ガスの増加が地球を温暖化し、自然の生態系などに悪影

響を及ぼすおそれがあることを、人類共通の関心事であると確認し、現在および将来の気候を保護することを目的とする。

気候変動がもたらすさまざまな悪影響を防止するための取り組みの原則、措置などを定めている。 

締約国会議は、1995 年より毎年開催されている。第 15 回会議は 2009 年 12 月 7 日から 19 日までデンマークの

コペンハーゲンで開催された。事務レベルの特別作業部会での議論、閣僚レベルでの協議等を経て、「コペンハーゲン合

意」が作成されたが、全体会合の場で数カ国（ベネズエラ、キューバ、ボリビア、スーダンなど）が、作成過程が不透明

であったことなどを理由に採択に反対したため、条約締約国会議として「同合意に留意する」と決定された。 

第 16 回会議は 2010 年 12 月にメキシコのカンクンで開催され、「コペンハーゲン合意」に基づいた 2013 年以降

の国際的な法的枠組みの基礎になり得る決定が採択された。一例として、同合意の下に先進国及び途上国が提出した排出

削減目標等を国連の文書としてまとめた上で、これらの目標等を COP として留意することとなった。 

参考資料３１：キャップアンドトレード方式 

温室効果ガスの排出権取引における取引手法の 1 つ。排出の規制対象となる企業などには、政府が定めた総排出量に

基づいて、排出量の上限を設定した排出枠が割り当てられる。これがキャップである。この排出枠の一部を取引（トレー

ド）することを、キャップアンドトレードと言う。たとえば、排出枠を大幅に下回り、余剰分が出る企業は、排出枠を超

えてしまいそうな企業や排出枠を達成したい企業などに対して、排出権を売却することができる。 

（出典：観光庁）
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